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● 職場復帰後における就業上の配慮等 ●
　職場復帰は元の慣れた職場へ復帰させることが原則です。ただし、異動等を誘因として
発症したケース等においては、配置転換や異動をした方が良い場合もあるので、留意すべ
きです。
　また、復帰後は労働負荷を軽減し、段階的に元へ戻すなどの配慮が重要です。復帰後の
具体的な就業上の配慮の例を下記に示しますので参考としてください。
　＜就業上の配慮の例＞
　・短時間勤務
　・軽作業や定型業務への従事
　・残業・深夜業務の禁止
　・出張制限
　・交替勤務制限
　・危険作業、運転業務、高所作業、
　　窓口業務、 苦情処理業務などの制限
　・フレックスタイム制度の制限または適用
　・転勤についての配慮　　　　　　　　　など

　　　参考　関連指針等

● 労働者の心の健康の保持増進のための指針（平成18年3月策定）
　労働安全衛生法第70条の2第1項の規定に基づき、同法第69条第1項の措置の適切
かつ有効な実施を図るための指針として、事業場において事業者が講ずるよう努めるべき
労働者の心の健康の保持増進のための措置（メンタルヘルスケア）が適切かつ有効に実施さ
れるよう、原則的な実施方法について定めたものです。事業者は、本指針に基づき、各事
業場の実態に即した形でメンタルヘルスケアの実施に積極的に取り組むことが重要です。

● 個人情報の保護に関する法律（平成15年5月制定、平成17年4月から施行）
　個人情報の適正な取扱いに関し、基本理念及び施策の基本となる事項や国及び地方公共
団体の責務、個人情報を取り扱う事業者の遵守すべき義務等が定められた法律です。個人
情報の有用性に配慮しつつ、個人の権利利益を保護することを目的としています。基本理
念として、個人情報は、個人の人格尊重の理念の下に慎重に取り扱われるべきものであり、
その適正な取扱いが図られなければならないとされています。

●  雇用管理に関する個人情報の適正な取扱いを確保するために
　 事業者が講ずべき措置に関する指針（平成16年7月厚生労働省告示第259号）
　個人情報の保護に関する法律に定める事項に関し、雇用管理に関する個人情報の適正な取
扱いを確保するために事業者が講ずべき措置について、その適切かつ有効な実施を図るため
に必要な事項を定めた指針です。なお、個人情報のうち健康情報は特に機微な情報であり、
厳格に保護されるべきものであることから、指針に定める措置の実施等に加えて事業者が留
意すべき事項を定めるものとして、「雇用管理に関する個人情報のうち健康情報を取り扱うに
当たっての留意事項」（平成16年10月厚生労働省労働基準局長通達）が定められています。
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